
第第9955回回 定時株主総会定時株主総会

平成23年6月24日平成平成2323年年66月月2424日日

株式会社ダイフク株式会社ダイフク
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こ の 度 の 東 日 本 大 震 災 に よ り

被災されました多くの方々に対し

心よりお見舞い申し上げます。

被災された皆様の一日も早い復旧・

復興を心よりお祈り申し上げます。
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事事業のご報告業のご報告事事業のご報告業のご報告

大規模システムの受注が増えている高能力ケース自動倉庫「DUOSYS」大規模システムの受注が増えている高能力ケース自動倉庫「DUOSYS」
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海外子会社海外子会社 ３０３０社社

計計 4400社社 （（平成平成2323年年33月月3131日時点）日時点）

国内子会社国内子会社 １０１０社社

1-1. 連結子会社1-1. 連結子会社

北米８社 欧州３社 アジア19社

：生産拠点

：販売・サービス拠点

：Webb社主要拠点
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1-2. 経済動向1-2. 経済動向

 アジアを中心とする新興国が世界経済をけん引

米国経済も持ち直しの兆し

欧州諸国の金融不安

北アフリカ、中東諸国の政変による原油価格高騰

国内は円高やデフレ、震災によって先行き不透明

5595期94期

1,332
億円

1,802
億円

35.3%増

受注高

95期94期

1,542
億円

1,592
億円

売上高

3.3%増

1-3. 95期 連結実績1-3. 95期 連結実績



66
95期94期

0.8
億円

17.2
億円

営業利益
16.4億円増

1-4. 95期 連結実績1-4. 95期 連結実績

77

経常利益

95期94期

△1.3
億円

13.4
億円

14.8億円増

1-5. 95期 連結実績1-5. 95期 連結実績



88
95期94期

10.1
億円

2.6
億円

73.5%減

1-6. 95期 連結実績1-6. 95期 連結実績

当期純利益
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■安全体感道場を設置（６月）

1-7. 報告事項1-7. 報告事項

■「日本緑化センター会長賞」受賞（10月）

■国内子会社２社の統合（３月）
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1-8. 報告事項1-8. 報告事項

■「ダイフク環境ビジョン2020」を策定（３月）

・ 事業活動から排出するCO2を2005年度比25％削減
・ 環境配慮製品・サービスの開発を強化
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グループ総額：32.2億円

2. 95期 設備投資の状況2. 95期 設備投資の状況

・ 滋賀事業所の生産設備の維持更新
・ 基幹情報システム、生産管理システムの追加開発
・ 子会社の生産設備更新
・ OA機器等の導入・更新
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“将来にわたって当社グループが
持続的に成長し続けるための

事業基盤を確立する３年間”

と位置づけています

中期経営計画（平成22年４月～平成25年３月）

3-1. 企業集団が対処すべき課題3-1. 企業集団が対処すべき課題

「Material Handling and Beyond」

1313

“海外生産・調達の促進”
等に注力して業績向上を図ります

平成24年３月期基本方針

3-2. 企業集団が対処すべき課題3-2. 企業集団が対処すべき課題

“新市場開拓と新商品開発”
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■新規分野の受注拡大

リチウムイオン電池工場向け受注の獲得
選果場など農業分野での受注拡大

3-3. 企業集団が対処すべき課題3-3. 企業集団が対処すべき課題

～新市場開拓と新商品開発～

1515

3-4. 企業集団が対処すべき課題3-4. 企業集団が対処すべき課題

～新市場開拓と新商品開発～

■高度システムで他社との差異化をはかる

自動車工場塗装ラインへの「E-DIP」納入、高能力ケ
ース自動倉庫「DUOSYS」の大規模システムを受注
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3-5. 企業集団が対処すべき課題3-5. 企業集団が対処すべき課題

■空港手荷物搬送システムの強化

ローガン社を傘下に加え、製品ラインアップを強化。
アジア圏を含めた世界戦略を推進

～新市場開拓と新商品開発～
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3-6. 企業集団が対処すべき課題3-6. 企業集団が対処すべき課題

自動倉庫の基幹ユニット、スタッカークレーンの中国
現地生産を進める。国内外の工場を有機的に活用

～海外生産・調達の促進～

■アジアでの生産拡大
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3-7. 企業集団が対処すべき課題3-7. 企業集団が対処すべき課題

洗車機事業譲り受けによるサービス対象の増加、
サービス向け商品の開発

～サービス事業の拡大～

■対売上高比率は約27％に

27％
21％

26％

433519
402

平成23/3期平成22/3期平成21/3期

サービス売上高の推移
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3-8. 企業集団が対処すべき課題3-8. 企業集団が対処すべき課題

～グローバル人材の育成～

韓国、台湾に、現地スタッフの技能訓練センターを
設置。中国で独自の製造技能検定を実施。
研修制度を充実させ、人材育成を強化

■現地スタッフの技能向上
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①取締役の人数を減員し、合議体による経営の意思
決定の一層の迅速化を図るとともに、より活発な議
論を通して取締役会を一層活性化させる

3-9. 企業集団が対処すべき課題3-9. 企業集団が対処すべき課題

執行役員制度を導入

②業務に精通した若い人材を執行役員として登用し、
権限を委譲のうえ業務執行を行わせることにより、
機動的かつ効率的な業務運営を行う

2121

95期(平成23/3) 期末配当を10円に。中間配当５円と合わせ
年間配当は15円

96期(平成24/3) 年間配当15円（内中間配当５円）を予定

連結純利益をベースとした業績連動による配当を実施

10円 10円
13円

18円

25円 26円 26円

20円

15円15円

0
5

10
15
20
25
30
35

87期 88期 89期 90期 91期 92期 93期 94期 95期 96期

配当の推移配当の推移

(予定)

4. 剰余金の配当方針4. 剰余金の配当方針
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94期 95期

計：1,654億円計：1,654億円 計：1,633億円計：1,633億円

流動資産

1,092億円

流動資産

1,072億円

固定資産

561億円

固定資産

561億円

5-1. 連結貸借対照表～ 資産の部5-1. 連結貸借対照表～ 資産の部

2323
94期 95期

流動負債
429億円

流動負債
413億円

固定負債
411億円

固定負債
443億円

純資産

812億円

純資産

777億円

5-2. 連結貸借対照表～ 負債・純資産の部5-2. 連結貸借対照表～ 負債・純資産の部

計：1,654億円計：1,654億円 計：1,633億円計：1,633億円

計856億円
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94期 95期

計：812億円計：812億円 計：777億円計：777億円

その他包括
利益累計額
等
-47億円

株主資本

838億円

株主資本

824億円

5-3. 連結純資産5-3. 連結純資産

その他包
括利益累
計額等
-25億円
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6-1. 単体 貸借対照表6-1. 単体 貸借対照表

計：1,322億円計：1,322億円 計：1,293億円計：1,293億円

流動資産

726億円
流動資産

707億円

固定資産

596億円

固定資産

586億円

流動負債
304億円

流動負債
244億円

固定負債
347億円

固定負債
390億円

純資産

671億円

純資産

658億円

94期 95期
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6-2. 単体 95期実績6-2. 単体 95期実績

売上高売上高
94期 95期

1,054
億円

1,115
億円

5億円減
87.3%増

営業営業利益利益

△16
億円

△11
億円

94期 95期

経常利益経常利益

12
億円6

億円

94期 95期

5.8%増
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6-3. 当期純利益の連単倍率6-3. 当期純利益の連単倍率

4.4%増

単体単体 当期純利益当期純利益
94期 95期

8.5
億円

8.8
億円

単体単体

88億円億円

単体単体

88億円億円

95期94期

1.2倍
連結連結

1010億円億円

連結連結

22億円億円

0.3倍
当期純利益の連単倍率



第第１１号議案号議案

取締役取締役1133名選任の件名選任の件

竹内 克己
平井 豊
柿沼 清毅
井上 正義
田中 章夫
森屋 進
藤木 勝敏

重任 北條 正樹
小林 史男
谷口 孝宏
猪原 幹夫
平本 孝
武田 泰元

第第１１号議案号議案



第第２２号議案号議案

監査役監査役１名１名選任の件選任の件

第第２２号議案号議案

重任

北本 功
株式会社日本国際放送専門委員


